
松山空港の状況（11月8日 12：30）

自衛隊機による原子力防災
担当副大臣等国の職員・専
門家の緊急輸送

（着陸直前）

県副知事のＯＦＣ緊急輸送
（離陸直前）

自衛隊機搭乗・降機要領の遵守 代替手段役務バスの準備（松山空港事務所内）

国の職員・専門家の緊急輸送（松山空港） 資料２９



第1回原子力現地事故対策会議（11月8日 11：35） 非常災害対策本部・原子力事故合同対策本部会議傍聴（11月8日 12：00）

内閣府副大臣到着直後に第２回原子力現地事故対策会議を開催し、指揮転移を行って体制を確立（11月8日 14：05）

オフサイトセンターの運営状況（１０条事象以降の会議等） 資料３０



班名 総括班 住民安全班 実動対処班 運営支援班

主要
業務

①会議の運営、関連事務、会
議内容の関連機関等への伝
達
②各機能班の情報集約、ＥＲ
Ｃ総括班との情報共有
③被害状況・防災活動状況等
の情報のとりまとめ、ＥＲＣ総括
班への伝達
④本部長指示等のＯＦＣ内へ
の徹底、関連機関への通知
⑤その他重要事項に関する総
合調整

①災害関連情報の収集・整理
及び関連部署との情報共有
②住民避難、避難に関する情
報の収集・整理及び関連部署
との情報共有
③避難活動、緊急輸送活動等
に関する各種調整
④県、関係市町の要望の把握
とＯＦＣ内、ＥＲＣ住民安全班
への伝達

①実動組織の状況に関する情
報の収集、整理
②ＯＦＣ内での関連情報の共有
③実動組織支援事項に関する
実動省庁、ＥＲＣ実動対処班と
の調整

①ＯＦＣ入館管理、参集要員の
把握
②ＯＦＣの環境整備、備蓄品を含
む各種資器材の維持・管理
③参集者の食糧、日用品の調
達・管理
④ＯＦＣにおける被ばく管理

班名 医療班 放射線班 プラントチーム 広報班

主要
業務

①住民の被ばく状況、医療活
動状況に関する情報収集・整
理
②ＥＲＣ医療班、関連医療機
関との連携
③安定ヨウ素剤服用等に関す
る各種調整
④被ばく医療に関する指導・
助言

①ＥＲＣ放射線班、ＥＭＣとの
連携、情報共有
②モニタリング実施計画、モニ
タリング結果等のＯＦＣ内での
共有
③最新の気象情報の収集
④放射性物質汚染対策に関
する指導、助言

①プラント情報の収集、整理及
び関連情報のＯＦＣ内へ提供
②ＥＲＣプラント班との情報共有
（事故進展予測の入手を含む）
③プラント状況に関する関係自
治体、プレスへの説明

①中央でのプレス発表内容等の
把握、報道機関への提供
②ＥＲＣ広報班と連携し、会見資
料の作成、記者会見準備、運営
③自治体の住民広報に関する調
整、実施状況の把握
④プレスルームの運営（広報カメ
ラを含む）

オフサイトセンター各班の主要業務 資料３１



プラントチームによるチャートを用いた炉心損傷防止対策の説明 総括班（経産省職員等）による状況図の最新化

ＯＦＣ総括班の役割分担表

オフサイトセンターでの活動準備及びその活用状況 資料３２

情報共有のための地図・兵棋の準備



原子力事業所
（ﾌﾟﾗﾝﾄの事故収束）

原子力発電所外
（住民の防護）

≪合同対策協議会≫

≪オフサイト対応≫

事業者の
監督・支援等

後方支援拠点
(例．Jｳﾞｨﾚｯｼﾞ)

自衛隊等

原子力施設
事態即応ｾﾝﾀｰ
(原子力事業者本店）

規制庁職員

【 現 地 】

現地対策本部
（オフサイトセンター）

本部長：内閣府副大臣
（又は大臣政務官）

内閣府大臣官房審議官等

関係省庁

自治体
調整

住民の避難指示・支援等

連携

調整

連携

調整
・連携

原子力災害対策本部
本部長 :内閣総理大臣
副本部長:官房長官、環境大臣、内閣府特命担当大臣（原子

力防災）、規制委員会委員長 等
本部員 :その他全国務大臣、危機管理監 等

原災本部事務局 官邸ﾁｰﾑ

原災本部事務局 ＥＲＣチーム

事務局長：規制庁次長
内閣府・規制庁等主要職員 等

※必要に応じ、状
況報告

内閣府政策統括官（事務局長）、
内閣府・規制庁等主要職員 等

原子力規制委員会

専門的・技
術的知見

≪オンサイト対応≫

【 中 央 】 ≪官邸≫

≪規制庁内ＥＲＣ≫

原子力緊急事態の危機管理体制（原子力災害対策マニュアル） 資料３３



体制移行

ＰＡＺ圏内避難

意思決定・要請

実動省庁
調整

意思決定・派遣

国

実動

現地職員派遣

実動

全面緊急事態（１５条事象）

オフサイト
センター等

山口県災害対策本部
（山口県庁）

職員派遣・調整

連絡

原子炉冷却材漏えいによる非常
用炉心冷却装置による注水不能

国・県・事業者

愛媛県災害対策本部
（愛媛県庁）

県

UＰＺ圏内一時移転

大分県危機管理課
（大分県庁）

伊方町役場

実動

瀬戸・三崎
支所

町・民間バス

八幡浜市役所

予防避難エリア避難 UＰＺ圏内屋内退避

原子力災害対策本部
（官邸）

UPZ５市町

国

実動
原子力事故対策本部

（ＥＲＣ）
国

県

中予地方
本部

八幡浜支部
（南予地方本部）

非常災害対策本部
（内閣府８号館）

施設敷地緊急事態（１０条事象）

警戒事態（地震発生）

３号機１次冷却材漏えいによる
非常用炉心冷却装置作動

事業者

伊方発電所原子力災害対応体制（オフサイト） 資料３４

航空機等

南予地方
本部



情報伝達体系図（トップダウン）

原子力災害対策本部
（ERC)

原子力災害現地対策本部
（OFC）

合同対策協議会
（県現地災害対策本部）
（市町合対協構成員）

県災害対策本部

南予地方本部
八幡浜支部

南予地方本部 中予地方本部

伊方町
八幡浜市
大洲市
西予市
内子町

宇和島市 伊予市

市町/大分・山口県
①

②

自衛隊等実動部隊

関係機関

① 警戒事態においてはＥＲＣ「原子力規制委員会・内閣府原子力事故合同警戒本部長」から県、市町に対し要請文を発出すると同時にＯＦＣに情報提供。
また、施設敷地緊急事態においてはＥＲＣ「原子力規制委員会・内閣府原子力事故合同対策本部長」から県、市町に対し要請文を発出すると同時にＯFＣ
に情報提供。さらに全面緊急事態以降においては、ＥＲＣ「原子力災害対策本部長」から県、市町に対し指示文・公示文を発出すると同時にＯＦＣにも情報
提供。

② 「非常災害対策本部・原子力災害（事故）合同対策本部会議」後に開催する合同対策協議会では、「指示・告示文（要請文）」に基づき、実施方針の決定、
緊急時モニタリング実施計画の確認等を実施。モニタリング情報等を県災害対策本部へ情報提供。

③ 県災害対策本部は、ＯＦＣからの情報を重点市町はじめ、関係機関に情報提供。

①

③

資料３５



県災害対策本部

南予地方本部
八幡浜支部

南予地方本部 中予地方本部

伊方町
八幡浜市
大洲市
西予市
内子町

宇和島市 伊予市

市町/大分・山口県

① 県災害対策本部は地方局・支局へ定期報告を指示。（地方局・支局は市町に指示）
② 各市町は管轄する地方局・支局へ被害状況・避難状況等定期報告
③ 地方局・支局は管轄する市町情報を集約し、県災害対策本部へ報告
④ 県災害対策本部で情報を集約し、ＯＦＣ、県現地本部及び関係機関へ情報共有
⑤ ＯＦＣからＥＲＣへ情報共有
⑥ 「非常災害対策本部・原子力災害（事故）合同対策本部会議」前に開催する合同対策協議会では、避難（準備）状況、国に対する

住民避難に必要な支援要望等を会議に先立って要望等を取り纏める
※ただし、原子力災害に特有の防護措置に係る調整は県災対本部と市町が直接やり取りする。
★原則、緊急に確認を要する事由以外、むやみに問い合わせをしない方針とした。

①

① ②

③

④

原子力災害対策本部
（ERC)

原子力災害現地対策本部
（OFC）

合同対策協議会
（県現地災害対策本部）
（市町合対協構成員）

自衛隊等実動部隊

関係機関

⑤

⑥

情報伝達体系図（ボトムアップ） 資料３６



三崎地区

PAZ（5km）

UPZ（30㎞）

予防避難エリア

三崎港

伊方発電所

国道197号
道路通行不可

大分市

全面緊急事態（15条）における避難の実施計画

松前町

伊方地区、瀬戸地区

海路避難
国道197号→三崎港→佐賀関港
→国道197号等

伊方地区、瀬戸地区
[一般住民 6,278人]

陸路避難

愛媛県松前町

避難先施設

：避難経由所（1施設）
⇒広域避難所（13施設）三崎地区

[一般住民 2,648人]

大分県大市
：避難所（1施設）

避難先施設

海路避難

定期船 3隻
旅客定員：876名（3隻合計）

11/8 13：00
国道56号啓開完了

伊方町
対象者内訳

ＰＡＺ 予防避難エリア
合計

伊方地域 瀬戸地域 三崎地域

一般住民（人） 4,685 1,593 2,648 8,926

陸路避難
国道197号→国道378号
→国道56号 11/8 13：00

松山自動車道
全面通行止め解除

全面緊急事態（1５条）における避難の実施計画 資料３７



実施方針

【ＰＡＺ・予防避難エリア】
l 伊方地域と瀬戸地域については、陸路により松前町の避難経由所（松前公

園）への避難を実施。
l 三崎地域については、道路寸断により陸路からの避難が出来ないため、海路

により大分県への避難を実施。
l 避難にあたっては、安定ヨウ素剤の配布を受け服用を実施。
【ＵＰＺ】
l ＵＰＺについては、屋内退避を実施。

避難等に際しての基本的考え方

避難の対象となる住民

四国電力株式会社伊方発電所のＰＡＺ及び予防避難エリアにおける、住民を対象
（対象者数 8,926人）

屋内退避の対象となる住民

四国電力株式会社伊方発電所のＵＰＺにおける全ての住民を対象
（対象者数113,436人）

全面緊急事態における防護措置の実施方針 資料３８



２６年度及び２７年度の総合防における全面緊急事態指示文の比較

指 示 文
平成２７年１１月８日 時 分

愛媛県知事 殿
山口県知事 殿
伊方町長 殿
八幡浜市長 殿
大洲市長 殿
西予市長 殿
宇和島市長 殿
伊予市長 殿
内子町長 殿
上関町長 殿

内閣総理大臣 安倍 晋三

四国電力株式会社伊方発電所第３号機で発生した事故に関し、原子力災害対
策特別措置法第１５条第３項の規定に基づき下記のとおり指示する。

記

指 示 文

内閣府原防第３号
平成２６年１１月２日 時 分

石川県知事 殿
富山県知事 殿
志賀町長 殿
七尾市長 殿
羽咋市長 殿
中能登町長 殿
輪島市長 殿
穴水町長 殿
宝達志水町長 殿
かほく市長 殿
氷見市長 殿

内閣総理大臣 安倍 晋三

北陸電力株式会社志賀原子力発電所第２号機で発生した事故に関し、原子
力災害対策特別措置法第１５条第３項の規定に基づき下記のとおり指示する。

記

・志賀町志加浦、堀松、上熊野、熊野、福浦、富来地区のうち北陸
電力株式会社志賀原子力発電所から概ね５キロ圏内（ＰＡＺ）の住民
は、避難するとともに安定ヨウ素剤の配布を受け服用すること。
・北陸電力株式会社志賀原子力発電所から概ね３０キロ圏内（ＵＰ
Ｚ）の住民は、屋内退避すること。
・ＰＡＺ、ＵＰＺの住民、一時滞在者その他公私の団体等は、防災行
政無線、ラジオ、テレビ等による情報に注意すること。
・住民にその旨周知されたい。

・四国電力株式会社伊方発電所のＰＡＺ及び予防避難エリアの住民は、安
定ヨウ素剤の配布を受け服用し、避難すること。ただし、予防避難エリアで
ある佐田岬半島で道路の寸断が生じているため、陸路による避難が困難
な地域については、屋内退避をしつつ、順次海路等による避難をすること。
・愛媛県八幡浜市、大洲市、西予市、宇和島市、伊予市、内子町及び山
口県上関町のうち四国電力株式会社伊方発電所のＵＰＺの住民は、屋内
退避すること。
・ＰＡＺ、予防避難エリア及びＵＰＺの住民、一時滞在者その他公私の団体
等は、防災行政無線、ラジオ、テレビ等による情報に注意すること。

資料３９

２６年度 ２７年度



原子力緊急事態宣言（11月8日 15：35） 原子力事故対策本部・非常災害対策本部合同会議傍聴（11月8日 15：40）

第1回合同対策協議会（11月8日 16：05）

オフサイトセンターの運営状況（１５条事象以降の会議等） 資料４０



PAZ
（5km）

UPZ（30
㎞）

予防避難エリア

松前町

伊予市

陸路避難
国道197号→国道378号→国道56号

県道56号
道路通行不可

松山自動車道
一部通行止め

○空地からの道路混雑把握、交通統制・規制、車両梯隊誘導の有効性
○各指揮所と避難状況のリアルタイム情報共有

指定公共機関の通信
回線を用いた映伝

ＯＦＣにおける避難状況の表示

ヘリ映伝

避難状況（避難バス）

避難状況（警察車両による先導）

三崎港

伊方発電所

国道197号
道路通行不可

避難状況（三崎港）

県災対本部における避難状況の表示
（大分県の取組み例）

※ＩＰ無線機のＧＰＳ機能を利用し、
避難状況を表示

資料４１リアルタイムでの避難状況の把握



OFC

八幡浜
支局

伊方町
役場

伊方

瀬戸

三崎

愛媛県庁

八幡浜
市役所

M0

M1 M2 M3 M4 M5

S0

S1 S2 S3 S4 S5

I0

I1 I2 I3 I4 I5

伊００

Y0

Y1 Y2 Y3 Y4 Y5

八００

八支局００
南予
００

中予
００

宇００ 西予００ 大００ 内００ 内００

愛媛
００

資料４２

バス梯隊等のＧｐ内及びそのＧｐと災対本部との連絡体制等を組織化

住民避難における通信網図（一例）




